
［標準様式例４-３］

業 務 の 名 称 Ｈ１９日光用地補償総合技術業務

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官関東地方整備局
日光砂防事務所長 田中　秀基
栃木県日光市萩垣面２３９０

契 約 年 月 日 平成19年4月2日

契 約 業 者 名 社団法人　関東建設弘済会

契 約 業 者 の 住 所 東京都千代田区大手町２－６－２　日本ビル６Ｆ

契 約 金 額 ２４，１５０，０００円（税込み）

予 定 価 格 ２４，１５０，０００円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

本業務は、日光砂防事務所管内における公共用地取得業務のう
ち、公共用地交渉等及びこれに関連する業務を総合的に行うも
のである。業務実施にあたっては、公共用地の取得に伴う損失
補償基準等に係る専門的な知識を有することはもとより、用地
補償の相手方となる関係権利者との信頼関係が必要になること
から、豊富な実務経験及び充分な処理能力を有し、中立公平及
び守秘義務を遵守し、業務を円滑に処理できる技術者による執
行体制が整備されていることが必要である。上記法人は、建設
事業に関する業務の受託により、これまでにも良好な用地補償
技術業

業 務 場 所 日光砂防事務所管内

業 種 区 分 補償関係コンサルタント業務

履 行 期 間 （ 自 ） 平成19年4月1日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成20年3月31日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

　本業務は、日光砂防事務所における公共用地取得業務のう
ち、公共用地交渉等及びこれに関連する業務を総合的に行うも
のである。


